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1998年、我が国では、国が関与する社会資本整備事業

について、その事業実施の妥当性、効率性を事業者自らが

確認し、その結果を対象事業の効果が及ぶ地域の住民をは

じめ国民に広く知らせることを目的として「社会資本整備

に係る費用対効果分析に関する統一的運用指針（案）」が策

定され、この運用指針に基づいて、それぞれの社会資本整備

事業において費用対効果分析を行うことが義務付けられた。

これを契機として、1970年に策定された「治水経済調

査要綱」が有する問題点を整理し、現在の社会経済情勢に

適合した一般資産評価の見直し、家屋等一般資産被害率の

見直しを行うとともに、事業実施のスケジュールを考慮し

た費用便益分析を行うことを基本とした「治水経済調査マ

ニュアル（案）」1）（以下、マニュアル）が2000年5月に策

定された。

マニュアルでは、図－1に示される治水事業効果2）の内、

主として資産被害軽減効果を便益とし、氾濫解析を通じて

得られる洪水規模別浸水深より被害軽減額の年期待値を算

出し、治水施設完成後に毎年その効果が発生するとして治

水施設整備の総便益を算出することとされている。

マニュアルでは上記の便益算出において、直接的な資産

被害は瞬時に回復することを想定し、また、期待被害

軽減額そのものを便益として捉えている。

しかし、水害によって生じる直接的資産被害額は同じで

あっても、被災者の有する収入や資産によって、また、被

災地域の経済力や地域における被災者の割合等によって、

水害から通常の社会経済活動に戻るために要する時間が大

きく異なってくる。

また、治水施設のように全体としてのリスクを低下させ

るプロジェクトについては、リスクプレミアムを考慮する

必要があるとの指摘がなされている。3）例えば、50年に1

回の確率で1,000万円の被害を被るという選択肢と、こ

れを回避するために毎年20万円を支出するという選択肢

とがあった場合、年間の損失の期待値はともに20万円で

あるが、通常人であれば後者が有利と判断する。これは、

所得の限界効用逓減により、1,000万円の損失による犠

牲の方が20万円の損失による犠牲の50倍よりも大きいた

めであり、両者の差異がリスクプレミアムである。リスク

プレミアムがある場合、通常の投資よりも低い割引率で評

価するか、便益を高く評価する必要があると言われている。

効率性だけでなく公平性をも考慮に入れた治水事業の経

済的な評価を行うことが今後重要になることを勘案する

と、水害から通常の社会経済活動に戻るまでの時間の設定

とリスクプレミアムの取り扱いについての検討が重要である。

これらの課題に対して横松・小林4）は水害リスクに直面

する家計の長期的な消費・資産形成と損害保険の購入行動

を表す動学的消費モデルを定式化し、リスクプレミアムを

考慮した治水事業の便益評価方法を提案している。

本論文では、小林らのモデルを実河川に適用し、リスク

プレミアムを考慮した治水事業の経済評価のあり方につい

て検討した結果について報告する。
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図－１　治水事業の経済効果体系
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いま、簡単のため資産sに対して、その家計の効用u（s）

が与えられ、uはsに関して上に凸であるとする（図－2）。

たとえば、この家計が2年に1回の割合で水害により全資

産を失い、次の年には資産が元に戻る場合を考える。

この家計の資産の期待値pはp＝s／2＋0／2＝s／2で

ある。一方、効用の期待値vはv=u（s）／2＋u（0）／2＝u

（s）／2であり、これに対応する資産はuが上に凸であるこ

とから、図－2に示すようにpよりも小さい値qとなる。

すなわち、期待効用で捉えた場合、家計の被害は（s－q）

で表わされ、資産の被害（s－p）よりも（p－q）だけ大

きくなる。経済的には、この被害防止に家計は（s－q）

を支払うことが合理的であるといえ、その場合、水害を防

止する事業の便益は（s－q）で評価されるべきである。

現行の治水経済調査では（s－p）を便益としており、

効用から捉えた便益との差（p－q）をここでは治水事業

のリスクプレミアムという。

横松・小林は、水害に備えて家計が水害保険に加入する

とし、水害被害後の資産再形成を考慮したときの終期資産

が治水施設の整備前後でどれだけ異なるかについて、家計

行動モデルを通じて解析している。

（1）横松・小林モデルの前提

同モデルでは、以下の条件を仮定し、家計が期待生涯効

用を最大化するように資産の蓄積と損害保険の購入を決定

するとしている。

a）家計の条件

①家計は一定の土地に永久に住み続ける。

②家計は土地の売買を行わず、毎年一定の収入を得る。

③家計は物的資産と金融資産の形成を通じて富の蓄積を

行う。

④家計は毎期の消費と物的資産の利用により効用を獲得

し、生涯効用を最大化するように行動する。

⑤家計は現時点から無限大にわたる計画視野をもつ。

⑥家計は災害リスクを完全に認知する。

⑦家計は洪水氾濫による物的資産の損害に対する損害保

険を利用できる。

b）資産の条件

⑧物的資産は水害により被害を受ける可能性のある危険

資産であり、また、時間を通じて減価する。

⑨金融資産の利子率は固定である。

⑩金融資産から物的資産への交換はできるが、物的資産

を金融資産に交換できない。

c）水害の発生条件

⑪洪水はランダムに発生し、浸水深に応じた被害率で物

的資産に被害が生じる。

⑫防災投資が洪水の生起確率を制御することはない。

d）損害保険の条件

⑬災害保険の料率には集団リスクに対するマークアップ

率が加算され、保険料は期待被害額にマークアップ率

を乗じた額に設定される。

⑭家計は被害リスクと保険料を比較し、最適なカバー率

（＝保険金／被害額）の保険を選択する。

⑮保険料は掛け捨てである。

（2）効用関数

横松・小林モデルでは、上記④の効用を表わす効用関数

として、次のCobb-Douglas型関数を仮定している。

（1）

ただし、u：時点tにおける効用、c：物的資産への投資

u(c(t),s(t)) = a・ln c(t)+(1-a)・ln s(t)

図－２　効用によるリスクプレミアムの定義
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を除く消費額、s：物的資産額、a：家計の選好特性を表

すパラメータであり、最適家計行動条件により導かれる

（2）式より求めることができる。

（2）

ただし、r：利子率、δ：減価償却率、ε：マークアップ

率であり、保険料÷期待被害額、α：被害率、μ：被害の

発生確率であり、 は期待被害率（被害率の年期待値）。

（3） 治水投資の便益

a）保険の利用が可能な場合

前述の仮定から家計の総資産は、概念的には図－3のよ

うに推移する。資産は時刻T1においてd1の物的被害を受け

て減少するがβ・d1の保険金を受け、その時点から再び新

たな資産形成が開始される。このとき、終点時刻における

①と③の資産の差が治水投資の効果となる。

また、④のラインはβ＝100％の保険に加入する場合を示

したものである。T1、T2、…で被害を受けても、被害額と同じ

保険金を得ることができる。このため、リスクのない場合と

の総資産の差は保険料支払いによる資産減少分のみとなる。

これらの効果は前項の仮定から導かれる（3）式によって

与えられる。（3）式の右辺第1項は治水整備による「保険

料節約効果」を表し、①のラインと②のラインの差に相当

し、第2項は②のラインと③のラインの差である「被害減

少効果」を表している。これから判るように、便益は年平

均被害軽減期待額（ ）をε倍することにより評価で

きる。このεをここではマークアップ率、あるいは、便益

評価におけるリスクプレミアムと呼ぶ。

（3）

ただし、WTP：住民の治水投資に対する支払い意志額、

ρ：主観的時間選好率。

また最適カバー率βは、（4）式で計算できる。

（4）

ただし、 ：平均被害率（水害が発生したときの被害率

の平均値）。

b） 保険を利用できない場合

料率が高すぎて保険契約すると終期資産が減少する場

合、また、水害保険が利用できない場合、総資産は図－4

に示すとおりに推移し、治水事業の効果としては被害減少

効果のみが現れる。この効果は、（5）式を満足するεcと

β＝0を（3）式に代入することにより評価できる。

（5）
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図－4　保険の利用が不可能な場合の資産形成の推移 
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（1）対象河川

N川を対象にケーススタディを行った。N川は、河口か

ら約12kmにわたって築堤され、5kmの位置でH川が合流

する河川で、氾濫原は、河川の堤防や山付きによって4つ

のブロック（氾濫ブロックA～D）に分割できる。H川沿

川およびその合流点付近には資産が集中し、海岸線に沿っ

た低地は主に水田として利用されている。

現在のN川は、一部を除き概ね20年に1度の洪水に対し

ては安全であり、さらに、150年に1度の洪水に対して安

全となるよう、堤防の整備等が計画されている。

（2）氾濫解析

建設省土木研究所（現国総研）によって示されている氾

濫計算手法5）に従い、河道上下流端に流量、水位ハイドロ

グラフを境界条件として与えて河道の水位・流量を追跡

し、予め設定した破堤地点の水位が破堤水位に達した以降、

破堤流量を本間の公式から求め、それを境界条件として約

100mのメッシュについて氾濫流の2次元平面流れを追跡

した。破堤地点はマニュアルに従い、氾濫ブロックごとに

最大被害を生じる1箇所を想定し、1／30～1／1000の

8規模について氾濫計算を行った。図－5は1／1000規

模の洪水における浸水深の分布とブロックごとの浸水深別

世帯数を示したものである。

ブロックAでは床下および床上50cm未満のランクが最

も多く、全体の8～9割を占めている。ブロックDでは浸

水深の大きな世帯が多く分布する。これらに比べ、ブロッ

クCは1／150でも浸水せず、1／1000規模でも約8割

が床下となっている。

（3）被害額

ここでは家計を対象にすることから、100ｍメッシュ

ごとの世帯数と氾濫計算による浸水深をもとに、マニュア

ルに示された方法により家屋被害額、家庭用品被害額を算

出した。家屋被害額は対象地域の一世帯当たりの平均床面

積に建築単価を乗じて求めた家屋資産額に、浸水深別被害

率を乗じて算出した。また、家庭用品被害額は全国平均の
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一世帯当たりの資産額に被害率を乗じて算出した。洪水規

模ごとの被害額計算結果を表－1に示す。

この洪水規模別被害額に、洪水発生確率を乗じて積分す

ることにより、1／1000までの年平均期待被害額を求め

ると表－2のとおりである。

（4）横松、小林モデルを用いた治水便益の評価

保険を利用できる場合、利用できない場合について、（3）

式に従って便益の算出を行った。

a）計算条件

①家計の条件

日本における各種の統計資料6）をもとに、対象地域の初

期家計条件を一世帯あたり物的資産2,970万円、消費水

準330万円／年等と設定した。

②マークアップ率

日本では独立した水害保険制度がなく、一般には火災等

の災害とセットになった住宅総合保険が普及している。

また、個別には特約保険があり、主として企業が加入し

ているが、加入率は小さい。

これらの保険に関するマークアップ率を保険会社におけ

る近年の保険料収入と保険金支払い額7）から求めると、住

宅総合保険でε＝1.92、特約保険でε＝2.78、両者の合

計でε＝2.02となっている。そこで、保険を利用できる

場合の計算ではε＝2を条件として与えることにした。

③計算手順

1／1000規模までのリスクに対して、外生的に与えら

れるマークアップ率と期待被害率から、メッシュごとに最

適カバー率βを（4）式から求め、β≧0ならば、（3）式から

WTPを計算し、β＜0となったときは保険が利用できない

として、εcを（5）式から求め、これとβ＝0を（3）式に代入

してWTPを計算した。

b）治水整備の効果

表－3は1／1000洪水までを対象としたときの年便益

を上記の方法により求めた結果である。これによると、ε

=2の水害保険が利用できる場合の年便益は、マニュアル

の1.7倍の29.3億円／年となり、その内訳は保険料節約

効果が54％、被害減少効果が46％となっている。なお、

全ての家計で水害保険を利用できないとした場合（マーク

アップ率の上限値εcを用いた場合）、年便益はマニュアル

の7.3倍となる。

c）水害リスクによる便益の特徴

ブロックごとにε=2の水害保険を前提とした便益の構成

比を示すと図－6のとおりであり、各ブロックの水害リス

クの特徴によって便益の構成が変化することが判る。
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表－3 横松・小林モデルによる年便益（億円／年）
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150 

300 

500 

1000

0.0 

13.7 

78.1 

105.4 

106.9 

154.6 

185.5 

269.1 

452.5

0.0 

0.0 

13.2 

29.9 

89.1 

161.7 

466.2 

617.3 

864.9

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.1 

7.8

0.0 

0.0 

249.3 

295.6 

353.7 

492.1 

574.2 

636.8 

717.8

0.0 

13.7 

340.6 

430.9 

549.7 

808.4 

1225.9 

1523.3 

2043.0

表－1 洪水規模別被害額（億円）
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これは水害リスクの程度によって最適カバー率が変化す

ることやε=2の保険に加入しないことが経済的に合理的と

なる家計が存在することにより、上記の差異が現れたもの

である。

図－7はブロックごとのε=2の保険に対する加入率R、

カバー率Pを示したものである。なお、全体の母数は1／

1000洪水での浸水世帯とし、次式より計算した。

（6）

（7）

ただし、i：メッシュを表わし、Nはメッシュ数、n：世

帯数、β：最適カバー率。

これによれば、ブロックBでカバー率が最も大きくなっ

ており、保険料節約効果が卓越することになる。なお、現

行の損害保険加入率は60～70％程度であり、ここでもブ

ロックC以外は同程度の値となっている。

保険の最適カバー率はa（家計の選好特性）と水害リスク

を表す （平均被害率）、 （期待被害率）によって変化

する。

図－8は当該地域の資産・消費特性S／C＝9について、

（2）式のaを図示したものである。N川の場合、 は概

ね1／100～1／1000の範囲にあり、このときaは0.7程

度となる。

これに対し、N川では ＝0.1～0.3であることから

＝0.2を条件に（5）式からβを求めた結果が図－9であ

る。βは によって0.3～0.7程度の値となり、現行保険

の免責条項を加味したカバー率と類似した値となっている。

（1）モデルの有用性

繰り返し被害を受ける可能性のある資産について、従来

の治水経済調査では被害を受けた資産が次の水害では回復

図－9 最適カバー率

0.01 0.1
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図－8 家計の選好特性を表わすパラメータa
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図－7 ブロックごとの加入率とカバー率
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していると仮定して期待被害額を算出し、これを治水事業

の便益としている。

この仮定はいわゆる給付・反給付の原則が成立し（ε＝

1の水害保険が存在し）、住民がフルカバー（β＝1）の損

害保険に加入することを前提としていることと同等であ

る。災害保険市場においては給付・反給付の原則が成立せ

ずε＞1に設定されることからみて、この仮定は現実的で

はない。また、この仮定に従って計測される便益は表－3

に示したように、治水事業の経済効果を過小評価すること

になる。

横松・小林モデルは治水事業の投資便益が期待被害額に

水害保険のマークアップ率を乗じた値となることを理論的

に示したものであり、水害保険が実体として確立した場合

には、便益評価において簡便で実用性の高いモデルといえる。

（2）地域の資産水準の差等を考慮する方法

治水事業の費用は防御目標とする洪水氾濫の規模によっ

て変化し、その氾濫による被害額とは無関係である。した

がって、資産の少ない地域では事業の経済的妥当性が成立

しづらくなり、安全度に関して社会的公平性を確保する上

で、従来の費用対効果（B／C）は必ずしも適切な指標と

なり得ない。

しかし、横松・小林モデルでは、例えば（2）式に示すよ

うな形で、地域ごとの資産等の違いを便益評価に加味でき

ることから、B／Cの指標に公平性への配慮を加えること

のできる可能性がある。そこで、（5）式をもとに ＝0.2、

0.1として とS／Cに応じたεcを計算した（図－10）。

S／Cは地方ほど大きな値となり、たとえば、東京都は7、

島根県は10程度である。 が同じ場合、S／Cが大きい

ほどεcは大きくなり、便益を高く評価すべきことが図－

10に示されている。

また、同図にはS／Cが同じ場合、治水安全度が向上

し、 が小さくなるほどεcが大きくなり、安全度の向上に

応じてもプレミアムを高く評価すべきことが示されている。

（3）課題

日本では現在のところ災害保険市場が未整備であり、現

実の災害リスクを反映したリスクプレミアムに関する情報

を市場から得ることは困難である。今後、災害保険の市場

開放が急速に進むことが予想され、リスクプレミアムに関

する情報が蓄積されれば、市場評価に基づいた治水事業の

経済評価が可能となろう。

また、同時に住民が水害リスクを十分把握できるよう、

水害の危険性や予想される被害に関して住民への情報提供

が求められる。
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